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Ⅱ いわていきいきプラン（2024～2026）
（高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画・認知症施策推進計画）

第３章 認知症とともに生きる社会づくり

(１) 普及啓発及び本人発信支援

認知症の人の意思が尊重され、認知症になってもできる限り住み慣れた地域で自
分らしく安心して生活することができるよう、認知症に関する正しい知識と理解を
深めるための普及啓発や本人発信支援を推進する。

(２) 医療・ケア・介護サービスと家族への支援

認知症の早期発見・早期対応が行えるよう、治療体制や相談支援体制の充実、専
門医療機関につなぐ一連の仕組みづくりなど、専門的で総合的な認知症の相談・診
療体制の更なる質の向上や関係機関の連携強化を図る。

また、切れ目のない認知症への対応が可能となるよう、認知症ケアに関する医療
・介護連携を推進する。

(３) 認知症バリアフリーの推進と社会参加支援

認知症になってもできる限り住み慣れた地域で暮らし続けていくための障壁を減
らす「認知症バリアフリー」の取組を促進するとともに、認知症の人の社会参加を
促進する。



Ⅲ 令和６年度の主な取組状況
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１ いわて認知症希望大使の委嘱
認知症になってからも希望を持って暮らせる共生社会を認知

症の人とともに創っていくため、認知症の人本人が自らの経験
等を発信し、認知症に対する社会の理解を深める活動を行って
いただくもの。
令和６年９月４日、大坪長六氏に本県初のいわて認知症希望

大使を委嘱した。

２ 認知症セミナーの開催

共生社会の実現を推進するための認知症基本法（以下「認知
症基本法」という。）の施行から一周年に合わせ、認知症の人
やその家族の視点から認知症及び認知症基本法への理解を深め
るためのセミナーを開催。

（委託先：公益社団法人認知症の人と家族の会岩手県支部）
(１) 日時 令和７年１月11日（土） 13：30～15：30
(２) 場所 岩手教育会館 多目的ホール
(３) 内容 認知症ご本人の語り、

自分の住む地域での身近な取り組み等

３ 普及啓発リーフレットの作成

本県の認知症施策や相談先を紹介する一般県民向けの
リーフレットを作成。
県のホームページに掲載したほか、今後市町村やイベン

ト等での配布を予定。
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４ チーム・オレンジの立ち上げ・運営支援
地域において認知症の人や家族の困りごとの支援ニーズと認知症サポーターを繋げる仕組

みであるチームオレンジについて、県内市町村等における立ち上げ及び活発な運営を支援す
るため、チームオレンジの立ち上げに向けた基礎研修や、オレンジ・チューターの派遣を実
施。

５ 「レカネマブ」の対応が可能な医療機関の公表

県ホームページにおいて治療に関する情報を県民に周知するため、県内医療機関における
令和６年８月にアルツハイマー病の抗アミロイドβ抗体薬（レカネマブ）への対応状況の調
査を実施。
レカネマブの投与に対応している医療機関のうち、公表に同意した医療機関を県ホームペ

ージにて公開中。（令和７年１月１日時点 11医療機関）

６ 介護予防セミナーの開催

市町村における効果的な介護予防の取組を推進することを目的とし、言語聴覚士による加
齢性難聴に関する講義を含む内容で開催。
(１) 日時 令和６年10月６日（水） 14：00～16：00
(２) 場所 岩手県水産会館 ５階大会議室（オンラインも可）
(３) 内容 市町村の介護予防事業の取組について、介護予防事業における専門職の関わ

りについて（作業療法士、言語聴覚士）

７ 認知症地域支援推進員の支援

認知症施策の推進役や地域のネットワークづくりの要役を担う「認知症地域支援推進員」
の養成及び資質向上を図るための研修会や、関係者の連携やネットワークの構築を支援する
ための連絡会を開催。（委託先：公益財団法人 いきいき岩手支援財団）
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１ 認知症対策等総合支援事業費
(１) 認知症介護実践者等養成【継続】

認知症介護に従事する者の資質向上を図るため、実務経験年数や職種等に応じた研修を実施
する。また、認知症介護指導者養成研修に係る受講料等を補助する。

(２) 認知症地域医療支援【継続】
認知症の早期発見・対応ができる医療従事者の拡充を図るため、かかりつけ医、歯科医師等

を対象とした認知症対応力向上研修を実施。また、認知症サポート医不在市町村の医師が認知
症サポート医研修を受講する際の受講料を補助する。

(３) 認知症疾患医療センター運営【継続】
地域において認知症の早期診断や適切な医療の提供を図るため、二次保健医療圏ごとに認知

症疾患医療センターを指定し、専門診断や医療相談、地域連携体制の構築に向けた取組等を実
施する。

(４) 認知症施策推進会議の開催【継続】
医療と介護の連携体制の構築を推進するとともに、認知症疾患医療センターの事業評価を行

うため、関係機関から構成される会議を開催する。
(５) 若年性認知症コーディネーター設置【継続】

若年性認知症の特性に配慮した就労・社会参加支援を図るため、若年性認知症コーディネー
ターを配置し、若年性認知症の人やその家族への相談支援を行うとともに、若年性認知症に関
する正しい理解を促進する普及啓発や支援ネットワークづくりの取組を実施。

(６) 認知症サポーター等推進 【継続】
国が実施するオレンジ・チューター養成研修へ県内受講者を派遣する。

(７) 普及啓発 【継続】
地域で暮らす認知症の人と共に普及啓発を進める体制を整備し、発信の機会を拡大すること

を目的として、地域版希望大使を任命するとともに、認知症の人とその家族の視点から認知症
への理解を深めるため、県民を対象とした普及啓発のためのセミナーを開催する。
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２ 高齢者総合支援センター運営事業費
(１) 認知症サポーター養成講座等 【継続】

認知症キャラバンメイト事務局を設置し、認知症サポーター養成講座及び認知症キャラバン
・メイト養成研修を実施する。

(２) チームオレンジの立ち上げ・運営に係る支援 【継続】
地域において認知症の人や家族の困りごとの支援ニーズと認知症サポーターを繋げる仕組み

であるチームオレンジについて、県内市町村等における立ち上げ及び活発な運営を支援するた
め、チームオレンジの立ち上げに向けた基礎研修やオレンジ・チューターの派遣を実施する。

(３) 地域交流会の開催 【継続】
認知症の人や家族を対象とした地域交流会を実施する。

(４) 認知症の人本人及び家族向け電話相談 【継続】
認知症の本人及び家族向け電話相談を実施する。

３ 地域包括ケア基盤確立事業費【継続】
認知症地域支援推進員の養成及び資質向上を図るための研修会や、関係者の連携やネットワー

クの構築を支援するための連絡会を開催する。
また、認知症ケア向上等の取組に課題を抱える市町村へのアドバイザー派遣を実施する。

４ 介護予防市町村支援事業費【継続】
県内の高齢者の自立支援・重度化防止に向けた介護予防の取組を共有するとともに、介護予防

における専門職の役割と視点を理解することにより、市町村における効果的な介護予防の取組を
推進することを目的として、介護予防セミナーを開催する。
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